
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年11月12日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 208 保健対策推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市附属機関の設置に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民の疾病予防、健康の保持増進、健康づくりに関す 10名の委員から構成されており、市民の健康の確保、
る事項について審議する。委員の任期は2年である。 医療費適正化のために必要である。
 ○委員構成
「ＳＤＧｓの取り組み：17」 　学識経験のある者

　保健医療関係団体の代表者
　地区衛生組織の代表者
　地域団体及び事務所の代表者
　関係行政機関の職員

新型コロナウイルス感染の影響によりR3年度は会議の開催を中止したが、R4年度か
R5年度に実施した具体的な ら再開した。
事業の方法、手順、指標に対

令

す
る成果等

事務事業を

和

取り巻く状況は過去と

 

比べ変化しているか (

6

1)活動指標（事務事

年

業の活動量を表す指標

度

）

変化していない 名称

（

単位
① 協議会の開催回

5

数 回
変 化

② 協議会の

年

参加人数 人
内 容

対象

度

(この事業の対象、範

実

囲となる人、物) (2

施

)対象指標（対象の大

分

きさを表す指標）

保健

）

対策推進協議会委員 名

事

称 単位
① 保健対策推進

務

協議会委員数 人
②

目的

事

(この事業によって上

業

記対象をどのような状

目

態にしたいのか) (3

的

)成果指標（目的の達

評

成度を示す指標）

学識

価

経験のある者・保健医

表

療機関団体の代表者・

様

地域衛生組織の 名称 単

式

位
代表者・地域団体及

1

び事業所代表者の意見

-

の集約 ① 協議会開催数

1

件
②

結果(上位基本事

記

業の意図) (4)結果

入

の成果指標（上位基本

日

事業の成果指標）

健康

令

に暮らしてもらう 名称

和

単位
① 担当課が参考と

0

した意見の件数 件
②

事

6

務事業の各種指標の実

年

績と見込及び目標

R4

1

年度 R5年度 R5年度

1

R6年度 R7年度 R8

月

年度 R9年度
指標 ＼

1

 年度 単位
実績値 計画

2

値 実績値 計画値 目標値

日

目標値 目標値
(1)の

１

① 回 1 2 3 2 2 2 2
活

事

動指標 ② 人 6 10 10

務

10 10 10 10
(2

事

)の ① 人 6 10 10 1

業

0 10 10 10
対象指

の

標 ②
(3)の ① 件 1 2

現

3 2 2 2 2
成果指標 ②

状

(4)の結果の ① 件 6

　

8 12 8 8 8 8
成果指

Ｐ

標 ②
予算費目 会計 01

Ｌ

 一般会計 款 04 項 0

Ａ

1 目 01

コスト 年度 R

Ｎ

4年度 R5年度 R5年

及

度 R6年度 R7年度 R

び

8年度 R9年度
実績値

Ｄ

計画値 実績値 計画値 目

Ｏ

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

務

Ａ 単位 35 3,252

事

2,970 128 12

業

8 128 128

財
源
内

名

訳

 国庫支出金 千円 0

N

0 0 0 0 0 0
 県支出

o

金 千円 0 126 0 0 0

.

0 0
 地方債 千円 0 0

2

0 0 0 0 0
 その他 千

0

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

8

般財源 千円 35 3,1

保

26 2,970 128

健

128 128 128
人

対

件費Ｂ 千円 1,196

策

.8 1,196.8 1

推

,408 1,408 1

進

,408 1,408 1

事

,408
正職員従事時

業

間×人数 時間×人 34

政

0× 1 340× 1 20

策

0× 2 200× 2 20

こ

0× 2 200× 2 20

の

0× 2
正職員以外の人

事

件費 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
その他の費用Ｃ 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
トータ

業

ルコストA+B+C 千

施

円 1,231.8 4,

策

448.8 4,378

の

1,536 1,536

位

1,536 1,536

置

単位あたりコスト ① 千

基

円/人 205.3 44

本

4.9 437.8 15

事

3.6 153.6 15

業

3.6 153.6
（ﾄ

主

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

管

の対象指標）② 千円/

課

0 0 0 0 0 0 0

1

名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませんか？

業

■ ない

有
効
性

学識経験

名

のある者や保健医療関

N

係団体、地区衛生組織

o

、地域団体及び事業所

.

の
今以上に事業の成果

2

を向上
代表者は、健康

0

意識が高いため現状を

8

維持する。
させる方法

保

を記入して下さ

い。 内

健

　容
※(3)の成果指

対

標を向上させる

　こと

策

はできますか？

目的は

推

達成されている
目的達

進

成状況 内　容

□民間へ

事

の一部委託 □民間への

業

全部委託
市関与の必要

２

性 □指定管理 □補助金

評

・負担金助成 ■市の直

価

営
内　容

　（実施手法

　

） 市の直営で実施する

Ｃ

べき事業

効
率
性

事務の

Ｈ

効率性を鑑みると、統

Ｅ

合は適さない。
事務事

Ｃ

業の統廃合により、

事

Ｋ

業の効率化を図り、成

目

果
内　容

を向上させる

的

方法を記入し

て下さい

妥

。

事務内容を鑑みると

当

、削減は難しい。
現状

性

より事業費・人件費を

こ

削減する方法を記入し

の

て下

さい。（仕様の変

事

更、外部 内　容
委託、

業

従事時間の削減等は

で

の

きないか？)

公
平
性

直

必

接的な受益者がいない

要

□ ある □ 現状で適正
受

性

益者負担はありますか

は

？

また、受益者負担割

薄

合は適 □ ない □ 検討が

れ

必要 内　容
正ですか？

て

■ 受益者がいない

３
改

得

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ら

Ｎ

委員からは、市民の

れ

健康づくりには 医師会

て

等関係機関との連携を

い

図る
事業実施上の課題

る

、住 、市だけでなく、

い

関係機関との連携
民・

ま

議会等からの意見 意　

せ

見 が重要である。 対応

ん

策
と対応策

継続して実

か

施するため、前年度と

。

同 「健康みよし２１（

十

第３次計画）」
R6年

分

度の事業計画は前 変　

な

更
様・同規模で実施。

成

の策定について、専門

果

的立場の委員
年度から

が

変更・追加は 前年度 ・

理

に意見を頂き、計画を

　

策定する。
あるか 追　

由

加

今後の事業・コスト

得

・成果の方向性 今後の

ら

事業の方向性、改革・

れ

改善案
※今年度からの

て

具体的な事業の進め方

い

、手段の見直し等、各

ま

方向性の内容

　　　　

す

　　　　　□　拡大 保

か

健事業全般に関する企

？

画等について審議を頂

得

き、意
　　　　　　　

ら

　　□　改善 見等を事

れ

業に反映させる。
　　

て

　　　　　　　■　現

い

状維持 平成26(20

な

14)年度に策定した

い

「健康みよし21」(

事

第2次
　　　　　　　

業

　　□　縮小 計画)を

進

令和６(2024）年

展

度に改訂し、令和７(

等

2025）
　　　　　

に

　　　　□　統合 から

よ

第3次計画として本市

る

の健康づくり施策の推

環

進を
　　　　　　　　

境

　□　完了 図る。
　　

変

　　　　　　　□　廃

化

止・休止
コストの方向

あ

性
　　　　　　　　　

る

→　維持
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

伴

　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 208 保健対策推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民の健康の確保、医療費適正化のために必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

 
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状を維持する
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮

様

小）必要はありませ
■

式

ない
んか？

市民の健康

1

の確保に努める
事業進

-

展等による環境変化 □

2

ある
に伴い、目的を見

事

直す（目
その理由

的の

務

追加・拡充又は絞込）



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 209 予防接種健康被害調査会事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和51(1976)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 予防接種法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

予防接種健康被害調査会は、市長の諮問に応じて、市 4名の委員で構成されており、健康被害が発生した場
が実施する定期の予防接種に起因すると思われる健康 合に調査会を開催する。専門家による適正かつ円滑な
被害の発生事例に関する医学的見地からの調査及び審 解決を図るために必要である。
議を行う。委員の任期は2年である。 ○委員構成
 　豊田加茂医師会会員
「ＳＤＧｓの取り組み：３」 　学識経験を有する者

　関係行政機関の職員
　市の職員

新型コロナワクチンが起因と思われる健康被害が発生したため、調査会を１回開催

令

R5年度に実施した具

和

体的な した。
事業の方

 

法、手順、指標に対す

6

る成果等

事務事業を取

年

り巻く状況は過去と比

度

べ変化しているか (1

（

)活動指標（事務事業

5

の活動量を表す指標）

年

変化していない 名称 単

度

位
① 委員数 人

変 化
②

実

委員会開催回数 回
内 

施

容

対象(この事業の対

分

象、範囲となる人、物

）

) (2)対象指標（対

事

象の大きさを表す指標

務

）

予防接種者により健

事

康被害が発生した人 名

業

称 単位
① 健康被害者 人

目

②
目的(この事業によ

的

って上記対象をどのよ

評

うな状態にしたいのか

価

) (3)成果指標（目

表

的の達成度を示す指標

様

）

予防接種により発生

式

した健康被害の実態を

1

把握し、審査結果を出

-

名称 単位
す ① 審査結果

1

の報告件数 件
②

結果(

記

上位基本事業の意図)

入

(4)結果の成果指標

日

（上位基本事業の成果

令

指標）

安心して医療を

和

受けてもらう 名称 単位

0

① 健康被害の件数 件
②

6

事務事業の各種指標の

年

実績と見込及び目標

R

0

4年度 R5年度 R5年

5

度 R6年度 R7年度 R

月

8年度 R9年度
指標 

1

＼ 年度 単位
実績値 計

4

画値 実績値 計画値 目標

日

値 目標値 目標値
(1)

１

の ① 人 4 4 4 4 4 4 4

事

活動指標 ② 回 1 2 0 2

務

2 2 2
(2)の ① 人 2

事

2 0 2 2 2 2
対象指標

業

②
(3)の ① 件 2 2 0

の

2 2 2 2
成果指標 ②

(

現

4)の結果の ① 件 2 2

状

0 2 2 2 2
成果指標 ②

　

予算費目 会計 01 一

Ｐ

般会計 款 04 項 01 目

Ｌ

01

コスト 年度 R4年

Ａ

度 R5年度 R5年度 R

Ｎ

6年度 R7年度 R8年

及

度 R9年度
実績値 計画

び

値 実績値 計画値 目標値

Ｄ

目標値 目標値
事業費(

Ｏ

決算又は予算額)Ａ 単

事

位 14 42 0 42 42

務

42 42

財
源
内
訳

 国

事

庫支出金 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 県支出金 千円

名

0 0 0 0 0 0 0
 地方

N

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

o

 その他 千円 0 0 0 0

.

0 0 0
 一般財源 千円

2

14 42 0 42 42 4

0

2 42
人件費Ｂ 千円 9

9

15.2 915.2 1

予

,020.8 1,02

防

0.8 1,020.8

接

1,020.8 1,0

種

20.8
正職員従事時

健

間×人数 時間×人 26

康

0× 1 260× 1 29

被

0× 1 290× 1 29

害

0× 1 290× 1 29

調

0× 1
正職員以外の人

査

件費 千円 0 0 0 0 0 0

会

0
その他の費用Ｃ 千円

事

145 145 145 1

業

45 145 145 14

政

5
トータルコストA+

策

B+C 千円 1,074

こ

.2 1,102.2 1

の

,165.8 1,20

事

7.8 1,207.8

務

1,207.8 1,2

事

07.8
単位あたりコ

業

スト ① 千円/人 537

施

.1 551.1 0 60

策

3.9 603.9 60

の

3.9 603.9
（ﾄ

位

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

置

の対象指標）② 千円/

基

0 0 0 0 0 0 0

1

本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

事業内容を鑑みる

業

と、環境変化に伴って

名

目的は左右されないた

N

め、見
事業進展等によ

o

る環境変化 □ ある
直し

.

は必要ないものとする

2

。
に伴い、目的を見直

0

す（目
その理由

的の追

9

加・拡充又は絞込）

必

予

要はありませんか？ ■

防

ない

有
効
性

予防接種に

接

起因すると思われる健

種

康被害が生じた場合の

健

み委員会を設置するこ

康

今以上に事業の成果を

被

向上
ととしている

させ

害

る方法を記入して下さ

調

い。 内　容
※(3)の

査

成果指標を向上させる

会

　ことはできますか？

事

予防接種が起因と思わ

業

れる健康被害が発生し

２

なかったため、調査会

評

を開催して
目的達成状

価

況 内　容 いない。

□民

　

間への一部委託 □民間

Ｃ

への全部委託
市関与の

Ｈ

必要性 □指定管理 □補

Ｅ

助金・負担金助成 ■市

Ｃ

の直営
内　容

　（実施

Ｋ

手法） 市の直営で実施

目

するべき事業

効
率
性

事

的

務の効率性を鑑みると

妥

、統合は適さない。
事

当

務事業の統廃合により

性

、

事業の効率化を図り

こ

、成果
内　容

を向上さ

の

せる方法を記入し

て下

事

さい。

事務内容を鑑み

業

ると、削減は難しい。

の

現状より事業費・人件

必

費を

削減する方法を記

要

入して下

さい。（仕様

性

の変更、外部 内　容
委

は

託、従事時間の削減等

薄

は

できないか？)

公
平

れ

性

直接的な受益者はい

て

ない
□ ある □ 現状で適

得

正
受益者負担はありま

ら

すか？

また、受益者負

れ

担割合は適 □ ない □ 検

て

討が必要 内　容
正です

い

か？
■ 受益者がいない

る

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

い

Ｉ
Ｏ
Ｎ

ない ない
事業実

ま

施上の課題、住
民・議

せ

会等からの意見 意　見

ん

対応策
と対応策

健康被

か

害が発生した場合に調

。

査会を 継続して実施す

十

るため、前年度と同
R

分

6年度の事業計画は前

な

変　更
開催する 様・同

成

規模で実施。
年度から

果

変更・追加は 前年度 ・

が

あるか 追　加

今後の事

理

業・コスト・成果の方

　

向性 今後の事業の方向

由

性、改革・改善案
※今

得

年度からの具体的な事

ら

業の進め方、手段の見

れ

直し等、各方向性の内

て

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 健康被害が発

ま

生した場合に調査会を

す

開催する
　　　　　　

か

　　　□　改善
　　　

？

　　　　　　■　現状

得

維持
　　　　　　　　

ら

　□　縮小
　　　　　

れ

　　　　□　統合
　　

て

　　　　　　　□　完

い

了
　　　　　　　　　

な

□　廃止・休止
コスト

い

の方向性
　　　　　　

事

　　　→　維持
成果の

業

方向性
　　　　　　　

進

　　→　維持

2

展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 209 予防接種健康被害調査会事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく事務をすることで、予防接種による被害の適正な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

対応を可能にする
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は

様

左右されないため、
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある 見直しは必要

-

ないものとする。
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 212 健康診査事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和37(1962)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法第19条の2

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

健康増進法に基づき健康診査事業を行い、生活習慣病 乳がん・子宮頸がん検診については、新たなステージ
の早期発見・早期治療につなげ、健康づくりの推進を に入ったがん検診の総合支援事業により、各対象者に
図る。この事業には特定健診等追加項目(24年度まで 無料クーポン券を配布し受診率向上を図っている。
）、肝炎ウイルス検診、節目歯科健診、70歳歯科健診
、成人歯科健診、胃がん・大腸がん・肺がん・前立腺
がん・子宮頸がん・乳がんの各がん検診と骨密度検診
、39歳以下の健診、健康診査（生活保護受給者等）が
含まれる。
 
「Ｓ

令

ＤＧｓの取り組み：3

和

」
保健センターで子宮

 

、乳がん検診を業者に

6

委託し集団方式で実施

年

。
R5年度に実施した

度

具体的な 市内医療機関

（

で個別医療機関方式で

5

検査から結果指導まで

年

委託し実施。
事業の方

度

法、手順、指標に対す

実

みよし市民病院に、生

施

活保護受給者の健診、

分

脳ドック、乳がん検診

）

、レディース検
る成果

事

等 診、39歳以下健診

務

を委託し実施。

事務事

事

業を取り巻く状況は過

業

去と比べ変化している

目

か (1)活動指標（事

的

務事業の活動量を表す

評

指標）

がんによる死亡

価

者数は、一貫して増加

表

傾向にあるが、年齢 名

様

称 単位
調整死亡率は、

式

減少傾向にある。 ① 健

1

診（検診）実施医療機

-

関数 箇所
変 化

② 健診

1

（検診）実施期間 月
内

記

 容

対象(この事業の

入

対象、範囲となる人、

日

物) (2)対象指標（

令

対象の大きさを表す指

和

標）

胃がん検診対象者

0

名称 単位
大腸がん検診

6

対象者 ① 胃がん検診対

年

象者数 人
② 大腸がん検

0

診対象者数 人

目的(こ

5

の事業によって上記対

月

象をどのような状態に

1

したいのか) (3)成

7

果指標（目的の達成度

日

を示す指標）

健診事業

１

を活用し、疾病の早期

事

発見・治療につなげる

務

名称 単位
① 胃がん検診

事

受診率 ％
② 大腸がん検

業

診受診率 ％

結果(上位

の

基本事業の意図) (4

現

)結果の成果指標（上

状

位基本事業の成果指標

　

）

健康に暮らしてもら

Ｐ

う 名称 単位
① 健康診査

Ｌ

受診者数 人
②

事務事業

Ａ

の各種指標の実績と見

Ｎ

込及び目標

R4年度 R

及

5年度 R5年度 R6年

び

度 R7年度 R8年度 R

Ｄ

9年度
指標 ＼ 年度

Ｏ

単位
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

務

目標値
(1)の ① 箇所

事

21 21 21 20 20

業

20 20
活動指標 ② 月

名

10 10 10 10 10

N

10 10
(2)の ① 人

o

13,750 13,7

.

60 13,760 13

2

,770 13,780

1

13,790 13,8

2

00
対象指標 ② 人 13

健

,750 13,760

康

13,760 13,7

診

70 13,780 13

査

,790 13,800

事

(3)の ① ％ 9 10.

業

5 10.4 10.6 1

政

0.7 10.8 10.

策

9
成果指標 ② ％ 23 2

こ

3.1 23.3 23.

の

2 23.3 23.4 2

事

3.5
(4)の結果の

務

① 人 14,860 14

事

,360 14,880

業

14,900 14,9

施

20 14,940
成果

策

指標 ②
予算費目 会計 0

の

1 一般会計 款 04 項

位

01 目 02

コスト 年度

置

R4年度 R5年度 R5

基

年度 R6年度 R7年度

本

R8年度 R9年度
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

業

目標値 目標値 目標値
事

主

業費(決算又は予算額

管

)Ａ 単位 88,022

課

98,566 88,7

名

71 100,964 1

課

00,964 100,

長

964 100,964

名

財
源
内
訳

 国庫支出金

こ

千円 146 100 12

の

0 100 100 100

事

100
 県支出金 千円

務

2,645 2,784

事

2,949 3,298

業

3,298 3,298

の

3,298
 地方債 千

開

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

始

の他 千円 878 1,2

時

54 971 1,140

期

1,140 1,140

事

1,140
 一般財源

務

千円 84,353 94

区

,428 84,731

分

96,426 96,4

法

26 96,426 96

定

,426
人件費Ｂ 千円

受

14,143.2 17

託

,508.2 14,2

事

92.8 14,292

務

.8 14,292.8

自

14,292.8 14

治

,292.8
正職員従

事

事時間×人数 時間×人

務

3,335× 1 4,1

こ

85× 1 3,340×

の

1 3,340× 1 3,

事

340× 1 3,340

務

× 1 3,340× 1
正

事

職員以外の人件費 千円

業

2,404 2,777

の

2,536 2,536

根

2,536 2,536

拠

2,536
その他の費

法

用Ｃ 千円 1,039 1

令

,039 1,246 1

事

,246 1,246 1

業

,246 1,246
ト

の

ータルコストA+B+

概

C 千円 103,204

要

.2 117,113.

現

2 104,309.8

在

116,502.8 1

の

16,502.8 11

状

6,502.8 116

況

,502.8
単位あた

と

りコスト ① 千円/人 7

こ

.5 8.5 7.6 8.

の

5 8.5 8.4 8.4

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

務

2)の対象指標）② 千

事

円/人 7.5 8.5 7

業

.6 8.5 8.5 8.

を

4 8.4

1

行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

と、環境変化に伴って

業

目的は左右されないた

名

め、
事業進展等による

N

環境変化 □ ある
見直し

o

は必要ないものとする

.

に伴い、目的を見直す

2

（目
その理由

的の追加

1

・拡充又は絞込）

必要

2

はありませんか？ ■ な

健

い

有
効
性

受診件数の増

康

加に伴い、市民の健康

診

意識が図られ、疾病の

査

早期治療につながる
今

事

以上に事業の成果を向

業

上
。

させる方法を記入

２

して下さ

い。 内　容
※

評

(3)の成果指標を向

価

上させる

　ことはでき

　

ますか？

計画どおり実

Ｃ

施できた。
目的達成状

Ｈ

況 内　容

□民間への一

Ｅ

部委託 □民間への全部

Ｃ

委託
市関与の必要性 □

Ｋ

指定管理 ■補助金・負

目

担金助成 ■市の直営
内

的

　容
　（実施手法） 市

妥

の直営で実施するべき

当

事業

効
率
性

事務の効率

性

性を鑑み、統合はでき

こ

ない。
事務事業の統廃

の

合により、

事業の効率

事

化を図り、成果
内　容

業

を向上させる方法を記

の

入し

て下さい。

事務内

必

容を鑑みると、削減は

要

難しい。
現状より事業

性

費・人件費を

削減する

は

方法を記入して下

さい

薄

。（仕様の変更、外部

れ

内　容
委託、従事時間

て

の削減等は

できないか

得

？)

公
平
性

平成25（

ら

2013）年度に自己

れ

負担金の見直しを行い

て

■ ある □ 現状で適正
受

い

益者負担はありますか

る

？ 、一部変更している

い

。社会情勢に合わせ、

ま

定期的
また、受益者負

せ

担割合は適 □ ない ■ 検

ん

討が必要 内　容 な見直

か

しが必要。
正ですか？

。

□ 受益者がいない

３
改

十

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

分

Ｎ

若い年齢層の健康に

な

対する意識を向 レディ

成

ース検診でウェブ予約

果

の実施
事業実施上の課

が

題、住 上させる必要が

理

ある。 、集団検診での

　

託児の再開、チラシ
民

由

・議会等からの意見 意

得

　見 対応策 やホームペ

ら

ージの内容の見直しな

れ

ど
と対応策 、健診（検

て

診）受診へのハードル

い

を
下げる取り組みを行

ま

う。
レディース検診を

す

2回実施。 レディース

か

検診を3回実施
R6年

？

度の事業計画は前 変　

得

更
年度から変更・追加

ら

は 前年度 ・
あるか 追　

れ

加

今後の事業・コスト

て

・成果の方向性 今後の

い

事業の方向性、改革・

な

改善案
※今年度からの

い

具体的な事業の進め方

事

、手段の見直し等、各

業

方向性の内容

　　　　

進

　　　　　□　拡大 急

展

速な高齢化に伴い、生

等

活習慣病やこれに起因

に

した認
　　　　　　　

よ

　　□　改善 知症・寝

る

たきり等で要介護状態

環

になる者の増加も深刻

境

　　　　　　　　　■

変

　現状維持 な社会問題

化

になっている。そのた

あ

め、検診（検診）に
　

る

　　　　　　　　□　

に

縮小 による早期発見又

伴

は、早期治療を目指す

い

。また、高齢
　　　　

、

　　　　　□　統合 の

対

方のみならず、働いて

象

いる若い世代の方の健

を

康増進
　　　　　　　

見

　　□　完了 も推進し

直

、発病を予防する「一

す

次予防」に重点を置い

（

　　　　　　　　　□

拡

　廃止・休止 た対策の

そ

推進を進める。
コスト

の

の方向性
　　　　　　

理

　　　→　維持
成果の

由

方向性
　　　　　　　

大

　　→　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 212 健康診査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

健康増進法に基づき、健康診査を実施することで、疾病の早
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

期発見や予防ができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある 見直しは必要な

1

いものとする。
に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
■ ない

んか

務

？

事業の目的を鑑みる



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 213 感染症対策事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 不明 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する 感染症の発生の予防及びまん延を防止するために、正
法律に基づき、感染症の発生の予防、まん延を防止す しい知識を普及することや感染症予防のための対策と
るための正しい知識の普及啓発を推進する。 環境衛生対策をすることは市民の健康の確保を図る観
 点からも必要である。
「ＳＤＧｓの取り組み：3」

感染症予防のための知識の普及啓発及び害虫（感染症を媒介する昆虫等）の駆除対
R5年度に実施した具体的な 策
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く

令

状況は過去と比べ変化

和

しているか (1)活動

 

指標（事務事業の活動

6

量を表す指標）

新型イ

年

ンフルエンザ等新規の

度

リスクが増大している

（

名称 単位
① 感染症予防

5

のための啓発回数 回
変

年

 化
② 蚊・ねずみ等の

度

駆除薬品の受け渡し期

実

間 月
内 容

対象(この

施

事業の対象、範囲とな

分

る人、物) (2)対象

）

指標（対象の大きさを

事

表す指標）

市民 名称 単

務

位
① 人口 人
②

目的(こ

事

の事業によって上記対

業

象をどのような状態に

目

したいのか) (3)成

的

果指標（目的の達成度

評

を示す指標）

対象期間

価

内に感染予防の駆除薬

表

品を受け渡すことがで

様

きる 名称 単位
① 蚊・ね

式

ずみ等の駆除薬品の受

1

け渡し件数 件
②

結果(

-

上位基本事業の意図)

1

(4)結果の成果指標

記

（上位基本事業の成果

入

指標）

健康に暮らして

日

もらう 名称 単位
① 健康

令

診査受診件数 件
②

事務

和

事業の各種指標の実績

0

と見込及び目標

R4年

6

度 R5年度 R5年度 R

年

6年度 R7年度 R8年

0

度 R9年度
指標 ＼ 

5

年度 単位
実績値 計画値

月

実績値 計画値 目標値 目

1

標値 目標値
(1)の ①

4

回 1 1 1 1 1 1 1
活動

日

指標 ② 月 12 12 12

１

12 12 12 12
(2

事

)の ① 人 61,218

務

62,360 61,3

事

75 61,380 61

業

,938 62,219

の

62,500
対象指標

現

②
(3)の ① 件 3 10

状

2 2 2 2 2
成果指標 ②

　

(4)の結果の ① 件 1

Ｐ

4,075 14,35

Ｌ

5 14,360 14,

Ａ

880 14,900 1

Ｎ

4,920 14,94

及

0
成果指標 ②

予算費目

び

会計 01 一般会計 款

Ｄ

04 項 01 目 02

コス

Ｏ

ト 年度 R4年度 R5年

事

度 R5年度 R6年度 R

務

7年度 R8年度 R9年

事

度
実績値 計画値 実績値

業

計画値 目標値 目標値 目

名

標値
事業費(決算又は

N

予算額)Ａ 単位 4,6

o

68 1,900 141

.

200 200 200 2

2

00

財
源
内
訳

 国庫支

1

出金 千円 310 0 0 0

3

0 0 0
 県支出金 千円

感

198 0 0 0 0 0 0
 

染

地方債 千円 0 0 0 0 0

症

0 0
 その他 千円 0 0

対

0 0 0 0 0
 一般財源

策

千円 4,160 1,9

事

00 141 200 20

業

0 200 200
人件費

政

Ｂ 千円 3,444 3,

策

444 3,344 3,

こ

344 3,344 3,

の

344 3,344
正職

事

員従事時間×人数 時間

務

×人 950× 1 950

事

× 1 950× 1 950

業

× 1 950× 1 950

施

× 1 950× 1
正職員

策

以外の人件費 千円 10

の

0 100 0 0 0 0 0
そ

位

の他の費用Ｃ 千円 20

置

0 200 0 0 0 0 0
ト

基

ータルコストA+B+

本

C 千円 8,312 5,

事

544 3,485 3,

業

544 3,544 3,

主

544 3,544
単位

管

あたりコスト ① 千円/

課

人 0.1 0.1 0.1

名

0.1 0.1 0.1 0

課

.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

長

/(2)の対象指標）

名

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

こ

0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の発生の予防及びまん

業

延を防止するためとい

名

う目的に変化はな
事業

N

進展等による環境変化

o

□ ある
いため。

に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

2

の理由
的の追加・拡充

1

又は絞込）

必要はあり

3

ませんか？ ■ ない

有
効

感

性

国や県の感染症対策

染

に準じて随時対応する

症

今以上に事業の成果を

対

向上

させる方法を記入

策

して下さ

い。 内　容
※

事

(3)の成果指標を向

業

上させる

　ことはでき

２

ますか？

計画どおり実

評

施できた
目的達成状況

価

内　容

□民間への一部

　

委託 □民間への全部委

Ｃ

託
市関与の必要性 □指

Ｈ

定管理 □補助金・負担

Ｅ

金助成 ■市の直営
内　

Ｃ

容
　（実施手法） 市の

Ｋ

直営で実施するべき事

目

業

効
率
性

類似する事業

的

がないため、統合は適

妥

さない。
事務事業の統

当

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

こ

容
を向上させる方法を

の

記入し

て下さい。

感染

事

対策に要する費用につ

業

いて、精査しながら事

の

務を進める。
現状より

必

事業費・人件費を

削減

要

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

は

外部 内　容
委託、従事

薄

時間の削減等は

できな

れ

いか？)

公
平
性

感染症

て

を予防する観点から適

得

正
□ ある ■ 現状で適正

ら

受益者負担はあります

れ

か？

また、受益者負担

て

割合は適 ■ ない □ 検討

い

が必要 内　容
正ですか

る

？
□ 受益者がいない

３

い

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ま

Ｏ
Ｎ

新型インフルエン

せ

ザ等発生時におけ 豊田

ん

加茂医師会、西三河北

か

部医療圏
事業実施上の

。

課題、住 る連携及び体

十

制の構築 の病院及び構

分

成市（豊田市、みよし

な

民・議会等からの意見

成

意　見 対応策 市）が連

果

携した新型インフルエ

が

ンザ
と対応策 等発生時

理

における体制構築につ

　

いて
協議を行っている

由

。
感染症予防のための

得

知識の普及、害 新型イ

ら

ンフルエンザ等新規リ

れ

スクへ
R6年度の事業

て

計画は前 変　更
虫（感

い

染症を媒介する昆虫等

ま

）の駆 の対応
年度から

す

変更・追加は 前年度 ・

か

除対策
あるか 追　加

新

？

型コロナウイルス感染

得

症への対応

今後の事業

ら

・コスト・成果の方向

れ

性 今後の事業の方向性

て

、改革・改善案
※今年

い

度からの具体的な事業

な

の進め方、手段の見直

い

し等、各方向性の内容

事

　　　　　　　　　□

業

　拡大 緊急時対応をよ

進

り迅速にかつ確実にす

展

るため、医師会
　　　

等

　　　　　　□　改善

に

、病院及び構成市等の

よ

関係機関が連携した体

る

制を構築
　　　　　　

環

　　　■　現状維持 す

境

る。新型インフルエン

変

ザ等感染拡大防止に向

化

けた衛
　　　　　　　

あ

　　□　縮小 生用品等

る

の確保を行っていく。

に

　　　　　　　　　□

伴

　統合
　　　　　　　

い

　　□　完了
　　　　

、

　　　　　□　廃止・

対

休止
コストの方向性
　

象

　　　　　　　　→　

を

維持
成果の方向性
　　

見

　　　　　　　→　維

直

持

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 213 感染症対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づき、感染症を予防することで市民の健康レベルを保
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ち、安心して生活ができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

基本的に全市民を対象とするが、高齢者や妊婦、基礎疾患のある

様

方は
事業進展等による

式

環境変化
□ ある 特に注

1

意して対策する必要が

-

ある。
に伴い、対象を

2

見直す（拡
その理由

大

事

・縮小）必要はありま

務

せ
■ ない

んか？

感染症



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年11月12日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 214 健康相談事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和58(1983)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法第17条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

心身の健康に関する相談に個別に応じ、必要な指導及 市内在住の40歳以上で健康に関する相談のある者（但
び助言を行い、家庭における健康管理に資することを し、健康相談の内容や対象者の状況によっては、その
目的として行っている。近年は生活習慣病予防相談に 家族が対象となる）に対し、心身の健康に関する一般
重点を置いている。 的な相談について、総合的な指導・助言を行っている
令和３(2021)年度より健康の道等整備事業を統合。 。
 平成29(2017)年度から令和4（2022）年度まで健康度
「ＳＤＧｓの取り組み：3」

令

評価事業を実施。その

和

後の事業として、保健

 

事業と介
護予防の一体

6

的実施と連動した事業

年

を開始。

認知症や生活

度

習慣病等に関する知識

（

の普及、各種サービス

5

の紹介、栄養・運動・

年

口
R5年度に実施した

度

具体的な 腔衛生・在宅

実

介護等に関して、地域

施

での出張健康相談、居

分

宅での訪問指導を実施

）

。
事業の方法、手順、

事

指標に対す
る成果等

事

務

務事業を取り巻く状況

事

は過去と比べ変化して

業

いるか (1)活動指標

目

（事務事業の活動量を

的

表す指標）

市民の健康

評

への関心が高まってい

価

る 名称 単位
① 健康相談

表

開催回数 回
変 化

②
内

様

 容

対象(この事業の

式

対象、範囲となる人、

1

物) (2)対象指標（

-

対象の大きさを表す指

1

標）

健康相談（健診）

記

を利用する40歳から

入

64歳の人 名称 単位
①

日

健康相談を利用する4

令

0歳から64歳の人数

和

人
②

目的(この事業に

0

よって上記対象をどの

6

ような状態にしたいの

年

か) (3)成果指標（

1

目的の達成度を示す指

1

標）

自分の健康状態を

月

意識し、気軽に相談す

1

ることができる 名称 単

2

位
① 1回の健康相談平

日

均利用人数 人
②

結果(

１

上位基本事業の意図)

事

(4)結果の成果指標

務

（上位基本事業の成果

事

指標）

健康に暮らして

業

もらう 名称 単位
① 健康

の

づくり事業の延参加者

現

数 人
②

事務事業の各種

状

指標の実績と見込及び

　

目標

R4年度 R5年度

Ｐ

R5年度 R6年度 R7

Ｌ

年度 R8年度 R9年度

Ａ

指標 ＼ 年度 単位
実

Ｎ

績値 計画値 実績値 計画

及

値 目標値 目標値 目標値

び

(1)の ① 回 26 40

Ｄ

4 10 10 10 10
活

Ｏ

動指標 ②
(2)の ① 人

事

2,479 2,615

務

698 720 740 7

事

60 780
対象指標 ②

業

(3)の ① 人 3 4 0.

名

25 4 4 4 4
成果指標

N

②
(4)の結果の ① 人

o

489 500 886 9

.

00 920 940 96

2

0
成果指標 ②

予算費目

1

会計 01 一般会計 款

4

04 項 01 目 02

コス

健

ト 年度 R4年度 R5年

康

度 R5年度 R6年度 R

相

7年度 R8年度 R9年

談

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
事業費(決算又は

政

予算額)Ａ 単位 1,4

策

87 314 220 24

こ

9 249 249 249

の

財
源
内
訳

 国庫支出金

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

務

県支出金 千円 185 1

事

70 146 170 17

業

0 170 170
 地方

施

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 その他 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 一般財源 千円

位

1,302 144 74

置

79 79 79 79
人件

基

費Ｂ 千円 400 4,8

本

35.2 1,232 1

事

,232 1,232 1

業

,232 1,232
正

主

職員従事時間×人数 時

管

間×人 1,260× 0

課

1,260× 1 350

名

× 1 350× 1 350

課

× 1 350× 1 350

長

× 1
正職員以外の人件

名

費 千円 400 400 0

こ

0 0 0 0
その他の費用

の

Ｃ 千円 300 300 0

事

0 0 0 0
トータルコス

務

トA+B+C 千円 2,

事

187 5,449.2

業

1,452 1,481

の

1,481 1,481

開

1,481
単位あたり

始

コスト ① 千円/人 0.

時

9 2.1 2.1 2.1

期

2 1.9 1.9
（ﾄｰ

事

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

務

対象指標）② 千円/ 0

区

0 0 0 0 0 0

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の一体的実施と連動し

業

て、後期高齢者の健康

名

づく
事業進展等による

N

環境変化 ■ ある
り及び

o

健康寿命の延伸を目的

.

に事業を実施する。
に

2

伴い、目的を見直す（

1

目
その理由

的の追加・

4

拡充又は絞込）

必要は

健

ありませんか？ □ ない

康

有
効
性

他の事業と連動

相

するように相談機会を

談

提供する
今以上に事業

事

の成果を向上

させる方

業

法を記入して下さ

い。

２

内　容
※(3)の成果

評

指標を向上させる

　こ

価

とはできますか？

計画

　

どおり実施できた
目的

Ｃ

達成状況 内　容

□民間

Ｈ

への一部委託 □民間へ

Ｅ

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｋ

金・負担金助成 ■市の

目

直営
内　容

　（実施手

的

法） 市の直営で実施す

妥

るべき事業

効
率
性

事務

当

の効率性を鑑みると、

性

他の事業との連動は必

こ

要ではるが、統合は適

の

さない
事務事業の統廃

事

合により、
。

事業の効

業

率化を図り、成果
内　

の

容
を向上させる方法を

必

記入し

て下さい。

事務

要

内容を鑑みると、健康

性

度評価事業を廃止し、

は

保健事業と介護予防の

薄

一体的
現状より事業費

れ

・人件費を
実施で、体

て

力測定は実施する。
削

得

減する方法を記入して

ら

下

さい。（仕様の変更

れ

、外部 内　容
委託、従

て

事時間の削減等は

でき

い

ないか？)

公
平
性

近隣

る

市町と同水準
□ ある ■

い

現状で適正
受益者負担

ま

はありますか？

また、

せ

受益者負担割合は適 ■

ん

ない □ 検討が必要 内　

か

容
正ですか？

□ 受益者

。

がいない

３
改
革
改
善
案

十

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

利用し

分

やすい開催場所、時間

な

の要望 開催日時、場所

成

を検討する
事業実施上

果

の課題、住 がある
民・

が

議会等からの意見 意　

理

見 対応策
と対応策

市民

　

が行う健康管理を支援

由

する 保健事業と介護予

得

防の一体的実施と
R6

ら

年度の事業計画は前 変

れ

　更
の連動した事業展

て

開を計画する。
年度か

い

ら変更・追加は 前年度

ま

・
あるか 追　加

今後の

す

事業・コスト・成果の

か

方向性 今後の事業の方

？

向性、改革・改善案
※

得

今年度からの具体的な

ら

事業の進め方、手段の

れ

見直し等、各方向性の

て

内容

　　　　　　　　

い

　□　拡大 保健事業と

な

介護予防の一体的実施

い

と連動した事業展開
　

事

　　　　　　　　□　

業

改善 、長寿介護課、地

進

域包括支援センターと

展

連携し、地域
　　　　

等

　　　　　■　現状維

に

持 に保健師等の専門職

よ

が出張し健康相談を実

る

施する等で
　　　　　

環

　　　　□　縮小 、事

境

業を実施していく。
　

変

　　　　　　　　□　

化

統合
　　　　　　　　

あ

　□　完了
　　　　　

る

　　　　□　廃止・休

に

止
コストの方向性
　　

伴

　　　　　　　→　維

い

持
成果の方向性
　　　

、

　　　　　　→　維持

対

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 214 健康相談事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく事業を実施することで、市民が行う健康管理を支
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

援できる
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

保健事業と介護予防の一体的実施と連動して事業を実施することによ
事業進展等による環

様

境変化
■ ある り、後期

式

高齢者の健康づくりを

1

より強化する。
に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
□ ない

んか

務

？

保健事業と介護予防



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年11月12日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 215 健康教育事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和58(1983)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法第17条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

心身の健康についての正しい知識の普及を図り、適切 近年、生活習慣病に起因する疾病が増加する中、市民
な指導や支援を行うことにより、健康への認識・自覚 の認識・自覚を高め、健康向上するため事業の実施は
を高め、健康の保持増進を図ることに努め、病気にか 必要である。
からないことを目的に実施する。 ・健康教育事業
 ・ヘルスパートナー地区活動事業
「ＳＤＧｓの取り組み：3」 ・健康づくり大使「キューちゃん」事業

・こころの健康づくり事業
・健康マイレージ事業

自殺予防をふまえたこころの健康づくり講演会・教室、地区や企業、自

令

主グループ
R5年度に

和

実施した具体的な から

 

の要請による健康教育

6

など集団健康教育を実

年

施。
事業の方法、手順

度

、指標に対す ヘルスパ

（

ートナー（健康づくり

5

ボランティア）の地区

年

活動支援。
る成果等 健

度

康づくりの取り組みを

実

ポイント化し、健康マ

施

イレージを推進。

事務

分

事業を取り巻く状況は

）

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

務

事務事業の活動量を表

事

す指標）

特定健診・特

業

定保健指導が開始され

目

、より予防に重点が置

的

名称 単位
かれるように

評

なった ① 集団健康教育

価

開催回数 回
変 化

② 健

表

康マイレージチャレン

様

ジ―ト配布枚数 枚
内 

式

容

対象(この事業の対

1

象、範囲となる人、物

-

) (2)対象指標（対

1

象の大きさを表す指標

記

）

市内在住の健康教育

入

（健診）を利用する4

日

0歳から64歳の人 名

令

称 単位
健康づくり活動

和

に関心のある市民 ① 健

0

康教育を受ける機会の

6

ない 人
② ヘルスパート

年

ナー養成教室修了者数

1

人

目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

月

うな状態にしたいのか

1

) (3)成果指標（目

2

的の達成度を示す指標

日

）

健康教育事業に参加

１

し、自分の健康につい

事

て考える機会が増える

務

名称 単位
市民の健康意

事

識を高めるような健康

業

づくり活動を実施する

の

① 健康教育参加人数 人

現

② マイレージポイント

状

達成者数 人

結果(上位

　

基本事業の意図) (4

Ｐ

)結果の成果指標（上

Ｌ

位基本事業の成果指標

Ａ

）

健康に暮らしてもら

Ｎ

う 名称 単位
① 健康づく

及

り事業の延参加者数 人

び

②

事務事業の各種指標

Ｄ

の実績と見込及び目標

Ｏ

R4年度 R5年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

務

R8年度 R9年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

名

標値 目標値 目標値
(1

N

)の ① 回 44 50 46

o

50 50 50 50
活動

.

指標 ② 枚 1,701 1

2

,800 1,702 1

1

,800 1,800 1

5

,800 1,800
(

健

2)の ① 人 2,479

康

2,615 2,327

教

2,748 2,874

育

2,994 2,994

事

対象指標 ② 人 4 51 5

業

5
(3)の ① 人 55 7

政

0 106 110 120

策

130 140
成果指標

こ

② 人 143 150 15

の

8 150 150 150

事

150
(4)の結果の

務

① 人 489 500 88

事

6 900 910 920

業

930
成果指標 ②

予算

施

費目 会計 01 一般会

策

計 款 04 項 01 目 02

の

コスト 年度 R4年度 R

位

5年度 R5年度 R6年

置

度 R7年度 R8年度 R

基

9年度
実績値 計画値 実

本

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
事業費(決算

業

又は予算額)Ａ 単位 1

主

,586 6,899 4

管

,523 5,273 1

課

,519 1,698 1

名

,519

財
源
内
訳

 国

課

庫支出金 千円 0 0 0 0

長

0 0 0
 県支出金 千円

名

599 2,753 2,

こ

904 610 610 6

の

10 610
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

務

の他 千円 61 34 2 7

事

7 7 7
 一般財源 千円

業

926 4,112 1,

の

617 4,656 90

開

2 1,081 902
人

始

件費Ｂ 千円 400 6,

時

032 2,591.6

期

2,591.6 2,5

事

91.6 2,591.

務

6 2,591.6
正職

区

員従事時間×人数 時間

分

×人 1,400× 0 1

法

,600× 1 630×

定

1 630× 1 630×

受

1 630× 1 630×

託

1
正職員以外の人件費

事

千円 400 400 37

務

4 374 374 374

自

374
その他の費用Ｃ

治

千円 200 200 0 0

事

0 0 0
トータルコスト

務

A+B+C 千円 2,1

こ

86 13,131 7,

の

114.6 7,864

事

.6 4,110.6 4

務

,289.6 4,11

事

0.6
単位あたりコス

業

ト ① 千円/人 0.9 5

の

3.1 2.9 1.4 1

根

.4 1.4
（ﾄｰﾀﾙ

拠

ｺｽﾄ/(2)の対象

法

指標）② 千円/人 54

令

6.5 0 139.5 1

事

,572.9 0 857

業

.9 0

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない
んか？

保健事業と

業

介護予防の一体的実施

名

と連動して、後期高齢

N

者の健康づく
事業進展

o

等による環境変化 ■ あ

.

る
り及び健康寿命の延

2

伸を目的に事業を実施

1

する。
に伴い、目的を

5

見直す（目
その理由

的

健

の追加・拡充又は絞込

康

）

必要はありませんか

教

？ □ ない

有
効
性

健診結

育

果を加味すると共に、

事

広く一般市民に健康に

業

関心を持ってもらう事

２

業を
今以上に事業の成

評

果を向上
展開する

させ

価

る方法を記入して下さ

　

い。 内　容
※(3)の

Ｃ

成果指標を向上させる

Ｈ

　ことはできますか？

Ｅ

計画どおり実施できた

Ｃ

目的達成状況 内　容

□

Ｋ

民間への一部委託 □民

目

間への全部委託
市関与

的

の必要性 □指定管理 □

妥

補助金・負担金助成 ■

当

市の直営
内　容

　（実

性

施手法） 市の直営で実

こ

施するべき事業

効
率
性

の

事業内容を鑑みると、

事

他の事業と連動はする

業

が統合は適さない。
事

の

務事業の統廃合により

必

、

事業の効率化を図り

要

、成果
内　容

を向上さ

性

せる方法を記入し

て下

は

さい。

事務内容を鑑み

薄

ると、削減は難しい。

れ

現状より事業費・人件

て

費を

削減する方法を記

得

入して下

さい。（仕様

ら

の変更、外部 内　容
委

れ

託、従事時間の削減等

て

は

できないか？)

公
平

い

性

近隣市町と同水準
■

る

ある ■ 現状で適正
受益

い

者負担はありますか？

ま

また、受益者負担割合

せ

は適 □ ない □ 検討が必

ん

要 内　容
正ですか？

□

か

受益者がいない

３
改
革

。

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

十

健康マイレージのアプ

分

リの利用者が 健康マイ

な

レージアプリの周知方

成

法（
事業実施上の課題

果

、住 少ない。 媒体、対

が

象、時期）を検討する

理

。
民・議会等からの意

　

見 意　見 対応策
と対応

由

策

市民が健康行動を取

得

れるようにする 継続し

ら

て実施するため、前年

れ

度と同
R6年度の事業

て

計画は前 変　更
ことで

い

、健やかな生活を送れ

ま

るよう 様・同規模で実

す

施。
年度から変更・追

か

加は 前年度 ・
にする

あ

？

るか 追　加

今後の事業

得

・コスト・成果の方向

ら

性 今後の事業の方向性

れ

、改革・改善案
※今年

て

度からの具体的な事業

い

の進め方、手段の見直

な

し等、各方向性の内容

い

　　　　　　　　　□

事

　拡大 市民の健康に対

業

する関心を高め、健康

進

的な生活習慣を
　　　

展

　　　　　　□　改善

等

実践する行動変容のき

に

っかけとなる動機付け

よ

としての
　　　　　　

る

　　　■　現状維持 健

環

康マイレージ事業の周

境

知を図るとともに、保

変

健事業
　　　　　　　

化

　　□　縮小 と介護予

あ

防の一体的実施と連動

る

した事業展開により、

に

　　　　　　　　　□

伴

　統合 事業を実施して

い

いく。
　　　　　　　

、

　　□　完了
　　　　

対

　　　　　□　廃止・

象

休止
コストの方向性
　

を

　　　　　　　　↓　

見

減少
成果の方向性
　　

直

　　　　　　　→　維

す

持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 215 健康教育事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づく事業を実施し、市民が健康行動を取れるようにす
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ることで、健やかな生活を送れるようになる
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

保健事業と介護予防の一体敵実施と連動して事業を実

様

施することによ
事業進

式

展等による環境変化
■

1

ある り、後期高齢者の

-

健康づくりを強化する

2

。
に伴い、対象を見直

事

す（拡
その理由

大・縮

務

小）必要はありませ
□



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 217 歯科保健推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成11(1999)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市障がい者福祉計画（基本計画）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

歯科保健推進事業は、指導を希望する障がい者社会福 歯科保健推進事業は、通所者の口腔内状況を改善し、
祉通所系事業所のサービス利用者に対し、歯科医師及 生活の質を向上させるために必要である。
び歯科衛生士がブラッシング指導及び歯科保健指導を また、「歯・口の健康づくり推進事業」における「80
実施する。 20表彰」は歯科保健啓発事業で、市民の歯に対する意
また、豊田加茂歯科医師会が実施する障がい者歯科医 識の向上に大きな役割を果たしており、「往診歯科器
療推進事業（障がい者社会福祉施設における

令

歯科健診 材整備事業」

和

は、在宅寝たきり老人

 

等の歯科医療を円
事業

6

）及び「歯・口の健康

年

づくり推進事業(80

度

20表彰 滑に実施し、

（

地域医療の充実を図る

5

ためには不可欠で
、往

年

診歯科器材整備事業）

度

」に対し補助をする。

実

あるため補助は必要で

施

ある。
「ＳＤＧｓの取

分

り組み：3」

歯科保健

）

指導：歯科保健指導に

事

ついて周知し、希望の

務

あった事業所の職員に

事

、ブラ
R5年度に実施

業

した具体的な ッシング

目

指導等を実施。
事業の

的

方法、手順、指標に対

評

す 歯科医師会の実施す

価

る８０２０普及啓発事

表

業に補助金交付。
る成

様

果等

事務事業を取り巻

式

く状況は過去と比べ変

1

化しているか (1)活

-

動指標（事務事業の活

1

動量を表す指標）

通所

記

者および職員の意識は

入

向上し、口腔内状況は

日

改善され 名称 単位
てい

令

る。 ① 実施した時間 時

和

間
変 化

②
内 容

対象

0

(この事業の対象、範

6

囲となる人、物) (2

年

)対象指標（対象の大

0

きさを表す指標）

障が

5

い者社会福祉通所系事

月

業所の健診等利用希望

1

者 名称 単位
① 歯科健診

4

及び保健指導を受けた

日

人数 人
②

目的(この事

１

業によって上記対象を

事

どのような状態にした

務

いのか) (3)成果指

事

標（目的の達成度を示

業

す指標）

自分の口腔内

の

に関心を持ってもらう

現

名称 単位
① 指導を実施

状

した歯科医師・衛生士

　

の人数 人
②

結果(上位

Ｐ

基本事業の意図) (4

Ｌ

)結果の成果指標（上

Ａ

位基本事業の成果指標

Ｎ

）

サービス利用者が健

及

康に暮らしてもらう 名

び

称 単位
① サービス利用

Ｄ

者の人数 人
②

事務事業

Ｏ

の各種指標の実績と見

事

込及び目標

R4年度 R

務

5年度 R5年度 R6年

事

度 R7年度 R8年度 R

業

9年度
指標 ＼ 年度

名

単位
実績値 計画値 実績

N

値 計画値 目標値 目標値

o

目標値
(1)の ① 時間

.

13.5 25 16 25

2

25 25 25
活動指標

1

②
(2)の ① 人 105

7

160 103 160 1

歯

60 160 160
対象

科

指標 ②
(3)の ① 人 1

保

6 50 21 50 50 5

健

0 50
成果指標 ②

(4

推

)の結果の ① 人 95 1

進

25 83 125 125

事

125 125
成果指標

業

②
予算費目 会計 01 

政

一般会計 款 04 項 01

策

目 02

コスト 年度 R4

こ

年度 R5年度 R5年度

の

R6年度 R7年度 R8

事

年度 R9年度
実績値 計

務

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
事業費

業

(決算又は予算額)Ａ

施

単位 440 1,252

策

561 1,098 1,

の

252 1,098 1,

位

252

財
源
内
訳

 国庫

置

支出金 千円 0 0 208

基

208 208 208 2

本

08
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

主

その他 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
 一般財源 千円 4

課

40 1,252 353

名

890 1,044 89

課

0 1,044
人件費Ｂ

長

千円 100 3,004

名

4,458 4,458

こ

4,458 4,458

の

4,458
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 8

務

25× 0 825× 1 1

事

,125× 1 1,12

業

5× 1 1,125× 1

の

1,125× 1 1,1

開

25× 1
正職員以外の

始

人件費 千円 100 10

時

0 498 498 498

期

498 498
その他の

事

費用Ｃ 千円 62 62 0

務

0 0 0 0
トータルコス

区

トA+B+C 千円 60

分

2 4,318 5,01

法

9 5,556 5,71

定

0 5,556 5,71

受

0
単位あたりコスト ①

託

千円/人 5.7 27 4

事

8.7 34.7 35.

務

7 34.7 35.7
（

自

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

治

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的は左右されないため

業

、見
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
直しは

N

必要ないものとする。

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

2

・拡充又は絞込）

必要

1

はありませんか？ ■ な

7

い

有
効
性

障がい者の歯

歯

科保健と歯科医療の充

科

実を図る
今以上に事業

保

の成果を向上

させる方

健

法を記入して下さ

い。

推

内　容
※(3)の成果

進

指標を向上させる

　こ

事

とはできますか？

歯科

業

保健指導を希望のある

２

市内全通所系事業所に

評

対し実施できた
目的達

価

成状況 内　容

□民間へ

　

の一部委託 □民間への

Ｃ

全部委託
市関与の必要

Ｈ

性 □指定管理 □補助金

Ｅ

・負担金助成 ■市の直

Ｃ

営
内　容

　（実施手法

Ｋ

） 市の直営で実施する

目

べき事業

効
率
性

事務の

的

効率性を鑑みると、統

妥

合は適さない。
事務事

当

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

事務内容を鑑みると

業

、削減は難しい。
現状

の

より事業費・人件費を

必

削減する方法を記入し

要

て下

さい。（仕様の変

性

更、外部 内　容
委託、

は

従事時間の削減等は

で

薄

きないか？)

公
平
性

障

れ

がい者福祉のため
□ あ

て

る ■ 現状で適正
受益者

得

負担はありますか？

ま

ら

た、受益者負担割合は

れ

適 ■ ない □ 検討が必要

て

内　容
正ですか？

□ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

る

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

「

い

8020表彰」を通じ

ま

、市民の歯科保 豊田加

せ

茂歯科医師会及び豊田

ん

市など
事業実施上の課

か

題、住 健に対する意識

。

は向上しているが、 関

十

係機関と今後の対応に

分

ついて検討
民・議会等

な

からの意見 意　見 今後

成

表彰者の増加が予想さ

果

れ、事業 対応策 が必要

が

と対応策 費の増大が課

理

題となる

障がい者歯科

　

保健及び歯・口の健康

由

継続して実施するため

得

、前年度と同
R6年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

づくり推進(8020

て

表彰） 様・同規模で実

い

施。
年度から変更・追

ま

加は 前年度 ・
あるか 追

す

　加

今後の事業・コス

か

ト・成果の方向性 今後

？

の事業の方向性、改革

得

・改善案
※今年度から

ら

の具体的な事業の進め

れ

方、手段の見直し等、

て

各方向性の内容

　　　

い

　　　　　　□　拡大

な

引き続き希望のある市

い

内の全障がい者社会福

事

祉通所系
　　　　　　

業

　　　□　改善 事業所

進

に対し歯科保健指導を

展

実施していく。また、

等

豊
　　　　　　　　　

に

■　現状維持 田加茂歯

よ

科医師会事業に対する

る

補助も継続していく。

環

　　　　　　　　　□

境

　縮小
　　　　　　　

変

　　□　統合
　　　　

化

　　　　　□　完了
　

あ

　　　　　　　　□　

る

廃止・休止
コストの方

に

向性
　　　　　　　　

伴

　↑　増加
成果の方向

い

性
　　　　　　　　　

、

→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 217 歯科保健推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

障がい者の歯科保健と歯科医療の充実に寄与している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による環境変化

様

□ ある 見直しは必要な

式

いものとする。
に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

事業内容を鑑みると

務

、環境変化に伴って目



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 218 栄養改善事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 健康づくり

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成8(1996)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 健康増進法、食育基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域における生涯を通じた食育推進の担い手として、 「国民の健康増進の総合的な推進を図るための基本的
食生活健康推進員の養成及び育成を行い、地域の健康 な指針」の中で、健康増進を担う人材として、食生活
づくり活動を進める。 健康推進員等のボランティア組織の支援等に努める必
また、地域ボランティア組織｢みよし市食生活健康推 要があるとされている。また、食育推進基本計画にお
進員会｣に補助金を交付し、健全な食生活を実践する いても「食育活動の担い手」として食生活健康推進員
ことができる食育活動の取り組みに対し支援を行う。

令

が明記されている。
 

和

 
「ＳＤＧｓの取り組

 

み：２，３」

食生活健

6

康推進員の養成教室を

年

開催した。
R5年度に

度

実施した具体的な
事業

（

の方法、手順、指標に

5

対す
る成果等

事務事業

年

を取り巻く状況は過去

度

と比べ変化しているか

実

(1)活動指標（事務

施

事業の活動量を表す指

分

標）

会員の定着率が低

）

く、会員数が減少して

事

いる。 名称 単位
① 食生

務

活健康推進員養成教室

事

開催回数 回
変 化

② 受

業

講者のべ人数 人
内 容

目

対象(この事業の対象

的

、範囲となる人、物)

評

(2)対象指標（対象

価

の大きさを表す指標）

表

健康と食生活の改善に

様

関心のある市民 名称 単

式

位
① 食生活健康推進員

1

養成教室受講希望者 人

-

② 人口 人

目的(この事

1

業によって上記対象を

記

どのような状態にした

入

いのか) (3)成果指

日

標（目的の達成度を示

令

す指標）

地域で食生活

和

改善を行う食生活健康

0

推進員になってもらい

6

、正し 名称 単位
い食生

年

活に対する意識を高め

0

てもらう ① 食生活健康

5

推進員養成教室修了者

月

人
② 推進員が活動した

2

事業の参加者数 人

結果

3

(上位基本事業の意図

日

) (4)結果の成果指

１

標（上位基本事業の成

事

果指標）

食の大切さを

務

知り、食を通した人づ

事

くり、健康づくり、環

業

境づく 名称 単位
りを推

の

進する ① 食育の普及に

現

関する事業活動数 事業

状

② みよし市食生活健康

　

推進員会会員数 人

事務

Ｐ

事業の各種指標の実績

Ｌ

と見込及び目標

R4年

Ａ

度 R5年度 R5年度 R

Ｎ

6年度 R7年度 R8年

及

度 R9年度
指標 ＼ 

び

年度 単位
実績値 計画値

Ｄ

実績値 計画値 目標値 目

Ｏ

標値 目標値
(1)の ①

事

回 0 6 6 0 6 0 6
活動

務

指標 ② 人 0 36 12 0

事

43 0 43
(2)の ①

業

人 0 7 4 0 7 0 7
対象

名

指標 ② 人 61,375

N

61,375 61,3

o

75 61,380 61

.

,938 62,219

2

62,500
(3)の

1

① 人 0 7 2 0 7 0 7
成

8

果指標 ② 人 0 35 8 4

栄

0 45 50 50
(4)

養

の結果の ① 事業 0 4 1

改

3 5 5 5
成果指標 ② 人

善

9 16 9 16 23 23

事

23
予算費目 会計 01

業

 一般会計 款 04 項 0

政

1 目 02

コスト 年度 R

策

4年度 R5年度 R5年

こ

度 R6年度 R7年度 R

の

8年度 R9年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

務

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

業

Ａ 単位 74 538 18

施

7 247 566 247

策

566

財
源
内
訳

 国庫

の

支出金 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 県支出金 千円 0

置

0 0 0 0 0 0
 地方債

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

その他 千円 1 3 1 0 4

事

8 0 48
 一般財源 千

業

円 73 535 186 2

主

47 518 247 51

管

8
人件費Ｂ 千円 2,9

課

41 2,941 1,7

名

60 1,760 1,7

課

60 1,760 1,7

長

60
正職員従事時間×

名

人数 時間×人 800×

こ

1 800× 1 500×

の

1 500× 1 500×

事

1 500× 1 500×

務

1
正職員以外の人件費

事

千円 125 125 0 0

業

0 0 0
その他の費用Ｃ

の

千円 10 10 0 0 0 0

開

0
トータルコストA+

始

B+C 千円 3,025

時

3,489 1,947

期

2,007 2,326

事

2,007 2,326

務

単位あたりコスト ① 千

区

円/人 0 498.4 4

分

86.8 0 332.3

法

0 332.3
（ﾄｰﾀ

定

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

受

象指標）② 千円/人 0

託

0.1 0 0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業進展等による環境

業

変化 □ ある
直しは必要

名

ないものとする。
に伴

N

い、目的を見直す（目

o

その理由
的の追加・拡

.

充又は絞込）

必要はあ

2

りませんか？ ■ ない

有

1

効
性

地域での食生活改

8

善活動の支援を行うこ

栄

とで、より効果的な活

養

動が期待できる
今以上

改

に事業の成果を向上

さ

善

せる方法を記入して下

事

さ

い。 内　容
※(3)

業
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